
特許法では、特許出願前に既に公表されている発明は、新規性がないものとして
権利が認められないのが原則であるところ、公表から６月以内に出願したものにつ
いて、例外として救済する措置を規定。

ＴＰＰ協定の要請を受け、この例外期間を現行の６月から１年に延長し、多様な発
明をより適切に保護する。

【第３０条】

特許権の存続期間は、原則、出願から２０年で満了するため、審査等に時間がか
かった場合、その分の権利期間が短くなる。

特許出願の日から５年を経過した日又は出願審査の請求があった日から３年を経
過した日のいずれか遅い日以後に特許権の設定の登録があった場合に、特許権
の存続期間の延長ができる制度を設け、適切な権利期間を確保する。

【第６７条等】

２．特許権の存続期間の延長制度の整備

出願 審査請求 特許権の設定の登録 出願から２０年

Ａ

３年

５年

いずれか
遅い日

※延長される期間【B】は、期間【A】から、出願人の責めに帰する期間、審判・裁判に関する期間等を除外して算出。

※我が国では、出願から審査請求までの期間は平均２年、審査請求から特許権の設定の登録までの期間（標準審査期
間）は平均１５．２月となっている。

１年（現行６月）

公表内容を出願
学会等での公表により、
新規性が否定されない学会等での公表

１．発明の新規性喪失の例外期間の延長

B

ＴＰＰ域内における制度調和を進め、知的財産権の保護と利用のレベルが必ずしも高

いとは言えないＴＰＰ域内の新興国において、多様な発明についての特許権の取得と適

切な権利期間を確保する制度が整備されることにより、我が国企業等の特許権をより一

層活かした事業展開を可能とし、更なる海外事業展開を促進する。
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